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- 1975年5月に大統領令11858により成立

- 外国企業による米国の企業や事業への投資の国
家安全保障への影響を検討
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• 1988年に制定されたエクソン・フロリオ条項により取引を
拒否する権限が与えられた
– 富士通によるフェアチャイルド社、半導体部門の買収提

案が国家安全保障を脅かすとされた為に同条項が制定
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Associated Press  Photo by Lana Harris
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東芝ーKongsbergスキャンダル（1987年5月）
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東芝：ソ連が既にテクノロジーを保持:
会社はUSSR内でフランスの潜水艦設備が見つかったと主張
（ロサンゼルスタイムズ）
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• 東芝の子会社である東芝機械が高性能機器をソ連に売却し
た事が発覚し、対共産圏輸出統制委員会(COCOM)の規則に
違反するとされた事件

• 1987年、未可決の通商議案の一部として、米国議会は東芝
グループ全社製品の米国内での販売を最低2年間禁止する法
案を提出
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• 1988年度米国政府予算法案で、東芝とその子会社の製品を
国防省が購入する事を禁止
– 米国で25の東芝機械の販売オフィスが閉鎖
– 東芝は違法行為に関与しなかったにも拘わらず、東芝機

械の行為により、グループ全体が罰せられた事に日米両
方で批判が挙がった
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東芝機械：幹部社員2人が輸出事件で有罪
（ロサンゼルスタイムズ）
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Ralls Corporation (SANY) （2012年9月28日）
• オバマ大統領は中国の重機械メーカー

Sanyグループの子会社Ralls Corpが
オレゴン州で風力発電を建設する事を
阻止

• 施設が海軍基地に近い為、国家安全保
障を脅かすと主張

• 海外企業の事業を米国大統領が阻止し
たのは1990年以来初めて

• Ralls CorpはCFIUSを相手に訴訟を
起こしたが、後に⽰談となり、このケ
ースは却下となった

10

Photo Courtesy of Sany Electric
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Broadcom Limited （2018年3月11日）

• トランプ大統領は、中国との技術競争に影響するとして、
Broadcom（シンガポールを拠点）による1170億ドルでの
Qualcomm買収の為の入札を阻止

• CFIUSは、BroadcomがQualcommの研究開発に圧力を
かけ、米国の国家安全保障にも影響すると懸念

• 中国のHuaweiとの５G開発競争に影響を及ぼすとも主張
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• 2018年8月13日に成立
• CFIUSの権限を強化
• 国家安全保障を考慮する際、CFIUSが考慮すべき要素として議会は以下の

点の確認を要請している：
– 市場占有率が外国人によってコントロールされた際に、国家安全保障へ

与える影響
– 取引からの派生として、外国人または外国政府によって米国市民の極秘

データが露出される危険性
– 国家安全保障の責任を満たす為の米国の能力に、米国の産業又は商業活

動の管理規制がどのように影響してくるのか

2018年外国投資リスク審査現代化法
FIRRMA
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• 2018年8月ー米国国防権限法2019が成立。米国連邦政府によるHuawei製品
使用を禁じる条項を組み込んだ

• 2019年3月ーHuaweiは証拠不十分として米国政府を相手に訴訟を起こす

• 2019年5月ートランプ大統領は、米商務省がリスクになると判断した指定企
業と米国企業の取引を禁止する大統領令に署名

• 2019年5月ー米商務省がHuaweiをその禁止指定リストに追加
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Huawei、製品禁止令に関して米国政府を提訴
（2019年3月7日）

13

14



8

北川＆イベート法律事務所

KITAGAWA & EBERT, P.C.

北川＆イベート法律事務所 KITAGAWA & EBERT, P.C.

15対米国投資委員会CFIUS・FIRRMA
米国投資・米国との国際取引 2019年7月22日Tokyo, Japan

米国Huawei供給メーカが出荷を再開
（2019年6月26日）
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オーマン湾タンカーの攻撃：
イランの目的は？（2019年6月）
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2023年までには、2000万人の工場労働者の仕事
がロボットに取って代わられるであろう

（2019年6月26日）
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G20でのトランプ大統領：大阪
（2019年6月28日、29日）
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